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○ 平成２２年の交通事故死者数は４ ８６３人となり 死傷者数 死傷事故件数とともに減

国土交通省 道路局 交通事故発生状況の推移 

○ 平成２２年の交通事故死者数は４，８６３人となり、死傷者数・死傷事故件数とともに減

少しているが、近年下げ止まりの傾向 
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（成果の目標 評価） （予算の編成 執行）

国土交通省 道路局 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）  

• 交通安全分野における「成果を上げるマネ

政府の基本方針 

（成果の目標・評価） （予算の編成・執行）

（全国レベル） 

• 交通安全分野における「成果を上げるマネ
ジメント」を『事故ゼロプラン（事故危険区間
重点解消作戦）』として展開 

長 期 目 標 

政府の基本方針

＜成果指標＞ 
• 「選択と集中」、「市民参加・市民との協働」

により重点的、集中的に対策を講じることに
より効果的、効率的に推進 

各年度の目標 予  算 １．事故の危険性が高い区間を明確化 

①事故データに基づく区間

（現地レベル） 

達成度評価 

①事故デ タ 基 く区間

   死傷事故率、重大事故等の発生件数等 

 ②潜在的な危険区間 
地域住民 利用者 市町村等からの指摘等

事故発生要因の分析 

事故危険区間の抽出 

  地域住民、利用者、市町村等からの指摘等

⇒  
   （学識者、関係者等からなる委員会から意見を聴取） 

全国で１４，３０３区間を選定 

対策メニューの選定 
分 析・評 価 

（対策の有効性検証） 

２．情報の共有化（利用者に危険箇所を認識
してもらうことで事故削減にも期待） 

①代表的な事故危険区間の公表

事 業 実 施 効果計測(データ) 

（対策の有効性検証） ①代表的な事故危険区間の公表

 ②注意喚起看板の設置 

 ③地域住民・関係機関等との合同現地点検   2 



○ 地域の実情を踏まえ 死傷事故率 重大事故の発生状況等の事故デ タに基づき事故

国土交通省 道路局 選択と集中（事故データに基づく区間）  

○ 地域の実情を踏まえ、死傷事故率、重大事故の発生状況等の事故データに基づき事故  
 危険区間を抽出 

が死傷事故の７１％が
 全体の２２％の区間に集中 
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○ 潜在的危険区間の把握にあたっては、地域の実情を良く知っている市町村や道路利用者団体、地 

国土交通省 道路局 市民との協働 

 域住民等へのアンケート等を実施し、地域の声を幅広く収集 

○ 事故危険区間リストの作成にあたっては、学識経験者、道路利用者、関係機関等からなる委員会を 
 設置し意見を聴取 

【住民アンケートの状況（京都府）】 【委員会の開催状況（北海道）】 

平成22年12月15日 毎日新聞（北海道） 

平成22年11月1日 京都新聞 

 
 
 

萩原委員長は、「事故データに利用者の目線を組み合わ
せたのは画期的。より効率的に安全な道路づくりをする
ための基礎資料として活用できる」と話している。 

4 



国土交通省 道路局 事故危険区間リストの作成状況  

○ 事故危険区間は、全国で１４，３０３区間が選定され、うち事故データに基づく区間が約７ 
 割、市民等からの指摘区間（潜在的危険区間）が約３割となっている 

整備局等 
事故データに基づく 

選定区間数 
市民等からの指摘に 
基づく選定区間数 

選定区間数合計 

北海道 ２７８区間 １９４区間 ４７２区間北海道 ２７８区間 １９４区間 ４７２区間

東北 １，２３５区間 ２３７区間 １，４７２区間

関東 ３，８２３区間 １，１４５区間 ４，９６８区間

北陸 １８２区間 １００区間 ２８２区間

中部 １，３１５区間 ２４３区間 １，５５８区間

近畿 ４７８区間 ５５９区間 １ ０３７区間近畿 ４７８区間 ５５９区間 １，０３７区間

中国 １，１３９区間 ３５９区間 １，４９８区間

四国 ６３９区間 ４１３区間 １，０５２区間

九州 １，２７７区間 ５０３区間 １，７８０区間

沖縄 ９５区間 ８９区間 １８４区間

全国合計 １０ ４６１区間 ３ ８４２区間 １４ ３０３区間全国合計 １０，４６１区間 ３，８４２区間 １４，３０３区間

※両方に該当する区間は事故データ 
 に基づく区間に集計 
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○ 事故危険区間リストの中で 代表的な区間を抽出し パンフレ トやホ ムペ ジ等で

国土交通省 道路局 情報の共有化（代表的な事故危険区間の公表）  

○ 事故危険区間リストの中で、代表的な区間を抽出し、パンフレットやホームページ等で   
 公表 

宮城県の事故ゼロプラン 
の報道画面の報道画面

(平成22年12月27日TBCテレビ） 
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    平成22年12月25日 
読売新聞（群馬） 

 



○ 道路利用者が事故危険区間を適切に認識することによっても事故削減は期待できることから 代表

国土交通省 道路局 情報の共有化（注意喚起看板の設置・合同現地点検） 

○ 道路利用者が事故危険区間を適切に認識することによっても事故削減は期待できることから、代表 
 的な区間において、事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）の対象区間である旨の現地表 
 示（注意喚起看板の設置等）を実施 

○ 事故が多発している区間、近年重大事故が発生した区間、通学路等、特に市民が関心を持ってい○ 事故が多発している区間、近年重大事故が発生した区間、通学路等、特に市民が関心を持ってい 
 ると考えられる区間について、地元関係者、県警等の関係機関と合同で現地点検を実施 

【注意喚起看板イメージ】 【現地点検の状況】 
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平成23年1月19日 静岡新聞 


